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１．検討事項（第 28 回監査部会において了承された「主な検討項目」より） 

○ 監査契約書のあり方(不正の端緒が発見された場合の弾力的対応)   

 

２．現状 

 （１）国内 

○ 監査契約書のひな型 

監査人と被監査人との監査契約書については、「監査及び四半期レビュー契約書

の作成の作成例」（日本公認会計士協会 法規委員会研究報告第 14 号・平成 24 年

3 月 22 日改訂）に記載されている監査契約書のひな型に基づいて作成するのが一

般的。 

 

○  報酬の額 

・報酬の額は、明示的に金額を記載するのが一般的。 

・監査契約時に比して、予定していなかった追加手続等が発生した場合の対応と

しては、監査契約書の添付書類である監査約款（注）に基づいて、監査人と被

監査会社の双方が誠意をもって協議するとされている。 

（注）第 13 条（報酬の改定の申出） 

委嘱者の内部統制の不備、経営組織の改変、監査対象取引の増加又は合併買収

の実施等を原因として監査執務の時間数が予定を超えることとなった場合には、

受嘱者はあらかじめ契約した報酬額の改定を申し出ることができるものとし、こ

の場合には双方誠意をもって協議するものとする。 

     

   ○ 監査人の交代・引継に関する記載  

    ・監査約款において、「必要と認められた事項について十分な引継を行う」とされ

ている（第 14 条第４項）が、具体的な引継内容については、監査約款には記載

されていない。 

        ・引継を行うために要した費用は、被監査会社が負担することとされている（第

14 条第４項）。   

 

 （２）海外（米国） 

○ 監査契約のひな型 

米国公認会計士協会（AICPA）が作成 

 

○ 監査報酬の規定 

・監査契約書の記載例では、「監査報酬は監査の実施に必要となる時間を基準とし

て算出される」といったことが明示されている。 

・当初の監査契約に比して追加手続が発生した場合の追加報酬に関しては、「追加 

監査契約書のあり方
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の監査報酬は当法人の標準単価に基づき計算され、当初の監査契約書に記載さ

れた監査報酬に加算される」とされている。 

 

   ○ 監査人の交代・引継に関する記載 

     監査契約書の記載例には、監査人の交代・引継に関する記載はない。 

 

３．これまでの部会における主な議論 

(1) 監査報酬関係 

○ 反対に訴えられてしまうようなリスクも負いながら、そこを追及していくというのは、その

方々の自覚にだけ任せているのではなかなか難しかろうかなと思いまして、そのあたり、実際

の方々がどういう気持ちで監査にあたられていて、それに対する見返りがあるのか。むしろ、

余計なものを見つけやがって監査時間が長くなって迷惑だというようなことも起こり得るの

か。あるいは相手から監査報酬をもらえないでただ働きするようなことがあるのか。ただ働き

というか、長くやっても同じ料金しかもらえないというようなことがあるのかないのか。 

 

○ 監査手続と報酬の関係ですが、例えば今申し上げたような従業員不正を監査人が発見した場

合ですと、会社経営者は徹底的に見ていただきたいとか、内部統制の改善策を見てほしいとい

うことになります。先ほどご案内があったように日本の監査報酬は、まず最初に監査報酬は今

年度幾らですと決めることからスタートするのが前提ですけれども、その上で監査時間の大幅

な増加があったとしても、ここの分もしっかり見てくださいという経営者側の利害と一致した

場合には、追加報酬の交渉ができることが多いのではないかと考えています。しかし、Ｏ社事

案に代表されるような経営者不正になりますと、特定の部門だとか支店ぐるみで経営者不正が

あった場合には、監査人がたとえ、そのような不正の兆候をつかんで監査時間を増やそうとし

ても、監査を受ける側の会社とは立場が逆転していまして、会社はそれを隠そうとしますので、

監査人の監査時間の増加が歓迎されないということになってしまうと思います。 

 

○ 監査報酬の関係で、やはりインセンティブのねじれという問題が日本の場合はありますけれ

ども、監査人が必要な作業を追加的にしようとするときに、その工程数にかかる費用をだれが

どう負担するか、もし報酬に反映されないのであれば、監査法人の側のインセンティブは非常

に下がってしまうと。極端な話をすると、気がつかないほうがかえっていい、気がついたら作

業が増えて余計なことになってしまう、もしそうだとすると、それではもう物事が前に進まな

いことになってしまうので、そこは非常に大きな問題です。インセンティブのねじれが会社法

制部会のほうの議論だというのは承知しておりますが、非常に大きな問題ですので、監査契約

の側からこの部分を見直していくというのは、まさに正鵠を得た重要なポイントではないかな

と思うところであります。 
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(2) 監査人の交代・引継関係 

○ 監査契約の問題になりますけれども、最近は問題のない会社でも新たな視点から監査を受ける

べく監査法人を変更する場合もあります。そのような場合に、現状問題になっていないんですけ

れども、ただ単に形式的な引き継ぎだけではなくて、将来その会社のことを考えた場合にこうい

うリスクがありますよということまで言及されているんだろうかということを考える次第でご

ざいます。 

 

○ まず監査人の交代と引き継ぎのところについて、やはり引き継ぎが十分じゃないというところをよく考

えてみると、前任の方は結局どこまでやったら自分達が締結している監査契約の義務を果たしたことに

なるのか、この観点から考えたときに、おざなりの引き継ぎだけをやって監査契約上の義務が果たされ

たというふうにはおそらく言えないという点を考えていかないと議論が次に続かないんじゃないか。 

 

 

４．論点 

以下のような論点が考えられる。 

 

○ 追加的な監査手続等を行う必要が生じた場合に、弾力的な対応が行えるようにす

るという観点から、監査契約書（監査約款）の記載をどのように考えるか。 

 

○ 監査人が交代・引継ぎを行う場合の具体的な内容等については、「不正に対応し

た監査の基準の考え方（案）」では監査基準において明確化することが提案されて

いるが、監査契約書（監査約款）においても対応する必要があるか。 

 

以上 
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監査報酬に関する取決めの流れの一例 

＜前提＞ 

 3月決算の上場会社の契約更新 

 会社法・金融商品取引法監査（内部統制監査を含む）・四半期レビュー業務を含む1本の契約を

締結 

 6月末に株主総会が終了し、監査人として再任 

・ 以下は、監査報酬に関する被監査会社と監査人とのやり取りの一例を議論の参考までに示したも

のである。 

■監査契約締結時の見積りと実績の報告 

時期 被監査会社の動き 監査人の行動 

x1年 7月 - - 前年までの監査経験と当年度に発生が見込まれている被監査会

社の状況変化（組織再編、情報システムの変更、新会計基準の適

用や会計方針の変更による影響の有無等）を踏まえ、四半期レビ

ュー・内部統制監査を含めた年間の監査時間を見積る。 

- 監査契約書のドラフトを作成し、経営者に提示する。四半期レビ

ュー業務の開始前に契約書を締結しなければならないため、この

時点で監査時間の見積りや報酬について直ちに合意することが

難しい場合は、別途協議として、契約書を締結する。合意が成立

した時点で、覚書を締結する。 

- 監査役等に対して、概括的な監査計画の説明とともに、監査時間

や報酬に関しての説明を行うが、説明の時期は、契約書・覚書の

締結時期にもよる。また、何回かに分けて行うこともある。 

x2年5月中

旬 

 

会社法の計算書類

の確定 

- 会社法の監査報告書日の前後（遅くとも監査役監査報告書日前）

に、監査役に監査結果の報告を行う。その際に、その時点までに

かかった監査時間と監査終了までの見込時間についても、概要報

告を行うことが多い。契約締結時に提示した監査計画と重要な相

違があれば、その理由を報告する。 

- 監査役への報告にCFOや経理部長等が同席することや、監査役へ

の報告内容とほぼ同じ内容の報告を経営者(CFOや経理部長等）に

提出することもある。 

x2年6月末 

  ～7月 

（株主総会） - x2年3月期の監査業務が終了前後に、監査時間の集計を行う。 

- 当初の計画時間をオーバーした場合、追加報酬の交渉を行う（期

中で行っている場合を除く）。 

- 経営者(CFOや経理部長等）には、次年度の報酬交渉時に、前期監

査の当初見積りと実績の対比を併せて報告することが多い。 

（日本公認会計士協会作成） 
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監査契約書のひな型 

 
日本 

   

【日本公認会計士協会 法規委員会研究報告第 14 号  

「監査及び四半期レビュー契約書の作成の作成例」(平成 24 年 3 月 22 日) 】 

   ※ 法規委員会研究報告１１号「監査及び四半期レビュー契約書の作成について」最終改

正 23 年５月） 

 

○  報酬の額  

 

    （明示的に金額を記載するのが一般的） 

 

○  追加手続等が発生した場合の対応 

 

添付書類である監査約款に下記の文言を記載することとされている。 

 

第 13 条（報酬の改定の申出） 

委嘱者の内部統制の不備、経営組織の改変、監査対象取引の増加又は合併買収の

実施等を原因として監査執務の時間数が予定を超えることとなった場合には、受嘱者はあ

らかじめ契約した報酬額の改定を申し出ることができるものとし、この場合には双方誠意を

もって協議するものとする。 
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米国 

 

    【米国公認会計士協会（AICPA） “AICPA Audit and Accounting Manual AAM Section 3165 

Sample Engagement Letters” 】 

 

○ 監査契約書の記載例 

 

Our fees will be billed as work progresses and are based on the amount of time required 
plus out of pocket costs and administrative expenses. Invoices are payable upon presentation. 
Our initial fee estimate assumes we will receive the aforementioned assistance from your 
personnel and unexpected circumstances will not be encountered. We will notify you 
immediately of any circumstances we encounter that could significantly affect our initial 
estimate of total fees, which we estimate to range from $XX,XXX to $XX,XXX. Additional 
expenses are expected to be $X,XXX. 

 

  （仮訳） 

監査報酬は、作業の進捗に応じて請求される。監査報酬は、監査の実施に必要となる時

間を基準として算出され、立替経費及び一般管理費が加算される。また、請求書は呈示後

支払い可能となる。監査報酬の当初見積金額は、貴社の従業員から前述の協力（訳注：明

細表、勘定分析の作成等）が得られ、想定外の状況に直面しないことを前提としている。監

査報酬の当初見積金額は、$XX,XXX から$XX,XXX の間であるが、監査報酬当初見積金額

に大幅に影響を与えうる状況に直面した場合、すぐ貴社に連絡する。付随費用は$X,XXX と

見積もられる。 

 

○ 監査人が想定外の状況に直面した例 

    03 Change in Circumstances From Those Contemplated in Original Engagement Letter 

 

As we agreed in our original engagement letter dated [date] we are notifying you that our 
audit of your December 31, 20XX financial statements requires additional procedures. 

 
We have found that certain guest checks are held for only three months after they are paid. 

Thus, a substantial number of guest checks are not available for examination. Fortunately, 
your internal control activities allow us to use alternative procedures to satisfy ourselves on 
this part of the audit. However, this will require substantially more time than examining guest 
checks. 

 
The fee for these additional services will be at our standard per diem rates and added to the 
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fees quoted in our previous letter. 
 

The situation has been discussed with your controller, who assured us that in the future all 
guest checks will be kept for two years. 

 
If this letter correctly expresses your understanding, please sign the enclosed copy where 

indicated and return it to us.  
 
 （仮訳） 

[年月日]付の監査契約書で合意したとおり、20XX 年 12 月期の財務諸表監査において追

加手続を行う必要が生じたため通知する。 

 

ある種類の顧客伝票は、顧客による支払い後 3 ヶ月間しか保存されていないことが明ら

かとなった。このため、かなりの数の顧客伝票に対して監査手続を実施することができない

状況である。幸い、貴社の内部統制活動により、この部分の監査を実施するための代替手

続を行うことは可能である。但し、代替手続の実施に伴い、顧客伝票の査閲を行う場合に比

べてかなり多くの時間を費やすこととなる。 

 

追加の監査報酬は、当法人の標準単価に基づき計算され、当初の監査契約書に記載さ

れた監査報酬に加算される。 

 

この状況に関して貴社の経理課長と討議を行い、今後は 2 年分の顧客伝票の保存を了

解頂いた。 

 

この通知の内容が貴職の理解と一致していれば、添付の書類に署名の上、返送いただき

たい。 

 
























